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参考１

平成１９年度愛知県食品表示ウォッチャーによるモニタリング結果（第４回）に
ついて

本県では、愛知県食品表示ウォッチャー（以下「ウォッチャー」という ）に、年。
４回の食品表示に関する定期報告をお願いしています。このたび第４回分の報告が
あり、その結果を下記のとおり取りまとめましたので、概要をお知らせします。

記
１ 報告の概要
（１）報告ウォッチャー数

１４８名（女性：１１６名、男性：３０名）

（２）実施期間
平成２０年３月３日（月）～３月３１日（月）

（３）報告店舗数
２５８店舗（延べ３０３店舗、一人平均１．９４店舗）

・スーパー等 ２３０店舗
・専門店（青果物、水産物、畜産物等） ２８店舗

（４）報告品目別内訳
・青果物（野菜、果実） ２３２件
・畜産物 ２０６件
・水産物 ２０１件
・米穀 １６５件
・加工食品（弁当、菓子類等） ８２件

（５）報告内容
モニタリング店舗のうち、９７．７％で適正または概ね適正な表示が行われ

ていたとの結果でした。

評 価 モニタリング店舗数・割合
（各店舗における適正な表

示割合の目安）
19年度第3回 19年度第2回 19年度第1回19年度第4回

Ａ：適正な表示 219 84.9% 209 81.3% 207 77.8% 198(74.5%)（ ） （ ） （ ）

Ｂ：概ね適正な表示 33 12.8% 41 16.0% 51 19.2% 54(20.3%)（ ） （ ） （ ）

250 97.3% 258 97.0% 252(94.8%)小計 252 97.7%（ ） （ ） （ ）
（適正または概ね適正な表
示が行われていた店舗）

Ｃ：表示の欠落等が目 5 1.9% 6 2.3% 6 2.3% 13( 4.9%)（ ） （ ） （ ）
立つ

Ｄ：大部分が欠落等と 1 0.4% 1 0.4% 2 0.7% 1( 0.3%)（ ） （ ） （ ）
なっている

計 100% 257 100% 266 100% 266（100%）258（ ） （ ） （ ）

（６）商品に表示の欠落等が見られると報告のあった主な例
【 青 果 物 】・レモン等の果物について、国内又は輸入と記載してあるだけで、

○○県産又は○○国等の記載がなかった。
・キャベツ、ナス、ハッサク等、原産地表示がないものがあった。
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【 水 産 物 】・鮮魚に「近海物」と記載してあるだけで、原産地の表示がなかっ
た。
・ばら売りの鯖、はまぐり等について、原産地表示がなかった。

【 畜 産 物 】・生豚レバー、生モツ等に原産地表示がなかった。
【加工食品】・鯖のかぶら漬け、鮭の西京漬け等の賞味期限が 「枠外に記載」と、

記載されていたがどこにも表示がなかった。
・店内でパック詰めしたウインナーに原材料等の表示がなかった。
・あじの干物に原料原産地表示がなかった。

（７）報告に併せて寄せられた主な意見・要望
・表示欄の上に「特売」や「値引きシール」が重ねて貼られていたり、賞味期
限等がどこにかいてあるのかわからないものが多く、書かれていても文字が小
さかったり印刷が薄いものがある。より見やすい表示を望む。
・最近の食品表示の偽装の多さに、表示が本当にあっているのか疑問に思うこ
とがある。消費者は、表示されていることしか情報がなく、それを信頼して購
入する。企業には、消費者の気持ちになって正直に適正な表示をしてもらいた
いと思う。
・ウォッチャーをして、とても勉強になった。ウォッチャーの任期が終わって
も、日頃から食品表示に注目していきたいと思う。

、 。・ウォッチャーをしてから 原産地や原材料表示等自然に目に入る様になった
・消費者が、食品表示を見て買い物をするので、もう少し(食品表示が）わかり
やすいものであってほしい。

２ 県の対応状況
、 （ 、ウォッチャーから 表示の欠落等が見られたと報告のあった３９店舗 前表 B

、 ）のうち国へ回付 した４店舗を除く３５店舗について県が調査を行った結C D ※

果、１７店舗で表示欠落等が見られたため、改善指導を行いました。

※ 複数の県にわたり広域的に業務を行っている店舗の指導は、国が行うことと
なっています。

店 舗 数
内 容

19年第3回 19年第2回 19年第1回19年第4回

219 209 207 198ウォッチャーが観察した結果、適正な
表示が行われていた店舗

39 48 59 68ウォッチャーが観察した結果、表示の
欠落等が見られた店舗

35 45 51 63ウォッチャーからの報告に基づき
県が調査を行った店舗

ウォッチャーからの報告どお
17 35 29 39り表示欠落等が見られたため

改善指導を行った店舗

17 10 21 23調査時点では適正に表示され
ていた店舗

1 0 1 1調査時点においてすでに廃業
していた店舗

4 3 8 5複数の県にわたり広域的に業務を
行っているため国へ回付した店舗

258 257 266 266計


